
第1回（3月29日）今後の介護人材養成の在り方に関する検討会  

訪問介護員養成研修等   



訪問介護員養成研修の見直し経緯（平成7年）  

平成7年の改正において、①身体介護を中心とする介護ニーズのますますの増加②新ゴールドプランによるホームヘルパーの量的拡大と質的充実  
の推進の必要性③デイサービスの増加や毎日提供型配食サービスの普及等、ホームヘルパーの食事提供業務代替サービスの充実④ホームヘルプ  
サービスチーム運営方式や24時間対応ホームヘルプサービス（巡回型）等の新しい業務形態の登場 等、ホームヘルパーを取り巻＜サービス提  
供環境や期待される業務内容の変化により、研修内容の見直しを行い、現状の研修体系となった。  
カリキュラム改定にあたっては、豊かな人間性の形成と質の高い援助方法・技術獲得の視点から、実践的な研修を通じて、①福祉サービスの基本  
視点の形成、高い倫理性・豊かな人間性の形成、②公的ホームヘルプサービスサービス従事者の専門性としての高い介護能力の獲得、を可能とす  
る研修内容とすることとされた。（「ホームヘルパー養成研修カリキュラム検討委員会報告書（平成7年3月（（財）長寿社会開発センター））  
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1級課程 230時間  

（2級と合わせて360時間）   

目的：チーム運営方式主任ヘルパー等の基幹的  

ホームヘルパーを養成   

受講対象者：2級課程修了者  

＜＞  
2級課程130時間   

目的：ホームヘルプサービス従事者の基本研修   

受講対象者：ホームヘルプサービス従事者、従事予  
定者 等  

一⊂｝  

3級課程 50時間   

目的：ホームヘルプサービス入門課程として、基  
礎的な知識と技術を修得   

受講対象者：勤務時間数の少ない非常勤ヘルパー  

及び福祉公社等の協力会員、登録ヘルパー 等   

1級課程 360時間   

目的：ホームヘルプサービス事  基幹的な  

ホームヘルパーの養成   

受講対象者′：処遇困難ケースを担半ず琴とともに、  

2級課程及び3級課程修了者の指導等を行う者  

づ＝卜  

2級課程 90時間   

自酪：主に寝たきり壱  
ホームヘルパーの養成  

務に当たる  

受講対象者：主に寝たきり老人善ゐ草体介護業務に  

従事する者  

磁  
3級課程 40時間  

ヘルパーの  目的：．主に家事援助業務に当たるフ  

養成  

受講対象者：主に家事援助業務   

※各級と勤務形態等（常勤ヘルパー、パートヘルパー等）との対照・  
位置付けは行っていない  



訪問介護員（ホームヘルパー）1級研修課程  

区分   科 目   時間数   備 考   

老人保健福祉に係る制度及びサービスに関する講義   10時間  演習を行う。  

害者福祉に係る制度及びサービス並びに社会保障制度に関する講  
7時間  演習を行う。  

会保障制度に関する講義   3時間  

護技術に関する講義   28時間  事例の検討に関する講義は4時間以上  

主任訪問介護員が行う他の保健医療サービス又は福祉サービスを提   20時間  事例の検討に関する講義を行う。   
供する者との連携等に関する講義  

医学等の関連する領域の基礎的な知識に関する講義   16時間  

居宅介護支援に関する演習   6時間  

演  
介護技術に関する演習   30時間  

習                処遇が困難な事例に関する演習   20時間  

福祉用具の操作法に関する演習   6時間  

認知症の症状を呈する老人等に対する介護実習、主任訪問介護員  
が行う他の保健医療サービス又は福祉サービスを提供する者との連  

実  
介護実習   

携等に関する実習、老人デイサービスの業務に関する実習、訪問看  

習  
76時間     護に関する実習及び地域包括支援センター又は老人介護支援セン  

ターの業務に関する実習並びに実習終了後の事例報告の検討を行  

う。  

福祉事務所、保健所等の老人保健福祉に係る公的機関の見学   8時間  

計  
230時間  

※講義（84時間）うら72時間までは通信により受講可能  
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訪問介護員（ホームヘルパー）2級研修課程  

老人及び障害者の疾病、障害等に関する講義   

※講義（58時間）のうら52時間までは通信により受講可能  
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介護職員をめぐる意見  

【平成18年の制度改正に向けた議論 】  
■  

⊂：⊃  ワご七．∠ゝ  

「2015年の高齢者介護」（平成16年6月25日）（抄）   
高齢者の尊厳を支えるケアを確立するうえでは、専門職としての知  

識・技術とともに、人と共感できる豊かな人間性を備え、介護の本質的  
な理念を体得できるような人材を確保・育成していくことが重要である。  

○社会保障審議会介護保険部会  

「介護保険制度の見直しにおける意見」（平成16年7月30日）（抄）   

介護職員については、まず、資格要件の観点からは、将来的には介護  
福祉士を基本とすべきであり、これを前提に、現任者の研修についても、  
実務経馬剣こ応じた段階的な技術向上が図れるよう、体系的な見直しを進  
めていく必要がある。  

介護職員基礎研修創設へ  
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介護職員基礎研修創設の経緯   

「介護サービス従事者の研修体系のあり方に関する研究事業」（全国社会福祉協議会）  

中間まとめ  

第二次中間まとめ  

最終まとめ  

平成16年11月  
平成17年 9月  
平成18年 3月  

介護サービスの質の向上のためにはケアの転換が必要  

密三大介護中心から生活全体を支えるケアヘ  
略画一的なケアから希望・意欲を取り戻すためのケアヘ  
暗できないことを補うケアか．らできることを発見するケアヘ  
唾身体中心から認知症も含めたケアヘ   

■そのためには介護職員はより高い水準の幅広い能力（高度化）が求められる   

■しかし、任用要件の曖昧、職場教育の格差、離職率の高さ等介護職員の能力水準にばらつき  

－  
プ漸教育・形を盾じて麓力鍔芳ぞき岳よう威力願者システム斎藤著す岳必要カて参岳  

現状として・・・  

g  

I  

】  

l  

I  

暮  

l  

l   

○訪問介護員養成課程は、本来訪問介護員の養成を目的としたものであるが、現状   
では2級ヘルパーが就業要件としては重視され、事実上の基礎資格となっている。   

○しかし、2級ヘルパー養成時間は130時間と短く、介護職員に求められる専門能   
力を担保するには不十分。また比較的安易に取得できることから専門的な職業として   
社会的な確立を阻害  
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見直しの方向性  

■本来の日的である専門的な矧動力の確保、サービスの質の確保という観点からは見直し  
が必要  

■「サービスの質の確保・向上」のために介護職員の資格要件は「介護福祉士」を基本と  
すべきであるが、ヘルパーについては当面は研修の強化等により資質の向上を図る。  

そのためにく｝  
■・■－ ・・■■  ■  ■■■  ■－  ■  －  ■  ■  －  ■■  ■  ■  ■  ■  ■  ■  ■  －  ■■  －  ■  ■■  ■■  ■  

1級課程と2級課程を統合一元化し、内容も充実強化した、介護福祉士との中間的な   
研修（介護職員基礎研修）を設け水準の引き上げをめざす。   

介護職員基礎研修は、介護福祉士資格を取得できるステップとして位置づけるべきで   

ある。  
■  ●■■■  －  ■  － ・－  ■  ■  ■  ■  －  ●  ■  ■－  ■  ■  ■ ・－  ●■  －  ■■■l ■  －  ■  ▼  ■  ■  ■  ■■■  ■■、 ■  －  ■■■■  ■■  －t■■▼  ■■■  ■，■  ■  －▼■  ‾’ヽ  、、  r1 ‾    ‾ ’■■  一■■   ノ  

基礎研修カリキュラムの考え方  

訪問介護員養成研修カリキュラム（1級、2級）の内容について一定の妥当性はあるので、その内容を  
踏まえつつ下記の視点から内容・課目構成・時間数を見直した。  

＼  

■－  ■  －  ● 一■■  ■  ■ ト   I   ■  －■｝－●  ■ I■■  ●  ▲●－、 “ ▼－’’  t什シー  ●  ■■■   ■  ■ ■  

羞  
彗 ○基礎的な職業教育として明確に位置づける  

亭 ○利用者の尊厳を支え、生活全体を支援するケアが実行できるような内容拡充を図る  

篭 ○対人支援の基本理念、基礎的介護技術を習得する為、講義と演習を一体的に実施することを基本  
妻  とする  

事 ○介護福祉士資格への接続性を持たせる  

g O高齢者の介護に従事するために必要な内容を中心とし、例えば障害者介護のための実践技術など   旨  

については必要に応じて研修することを前提とする  モ  

L 
．＿ 
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○ 目的   

介護職員基礎研修は、介護職員として介護サービスに従事し   

ようとする者を対象とした基礎的な職業教育として、対人理解   

や対人援助の基本的な視点と理念、専門的な職業人として職務   

にあたる上での基本姿勢、基礎的な知識■技術等を修得させる   

とともに、介護職員については将来的には、任用資格は介護福   

祉士を基本とすべきであることを踏まえて、より専門的な知   

識・技術を修得するための機会とすることを目的とする。  

○ 実施主体   

介護職員基礎研修の実施主体は、都道府県知事又は都道府県   

知事の指定した者とする。  

致ポア  

○ 対象者   

介護福祉士資格を所持しない看で、今後介護職員として従事   

しようとする者若しくは現任の介護職員とする。  

○ 研修科目及び研修時間数等   

別表の通り  

○ モの他  

・平成18年度に創設  

・訪問介護鼻養成研修修了者については、受講科目を一部免   

除。  

・各科目ごとに研修機関が修得度を評価。   

一 研修事業者が教育体制（講師、設備等）等の情報項目を開  

示。  

・認知症高齢者へのケアや医療・看護との連携等に関する内  

容を充実。  

・講義と演習を一体的に実施。  
※ 指定研修事業者数 284事業者（平成21年10月1日現在）  

研修修了者数 6，453人（平成21年3月31日現在）  
従事者数 2・317人（平成19年10月1日現在）7   



実務経験が1年以上の訪問介護員養成研修2級課程修了者  

科 目   通信時間   総時間   

1．生活支援の理念と介護における尊厳の理解   
15時間   30時間   

8．介護における社会福祉援助技術   

4．認知症の理解   15時間   30時間   

5．介護におけるコミュニケーションと介護技術   10時間   30時間   

7．医療及び看護を提供する者との連携   15時間   30時間   

9．生活支援のためのアセスメントと計画   15時間   30時間   

合 計   70時間   150時間   

2 実務経験1年未満の訪問介護員養成研修2級課程修了者  

1．生活支援の理念と介護における尊厳の理解   
15時間   30時間   

8．介護における社会福祉援助技術   

4．認知症の理解   15時間   30時間   

5．介護におけるコミュニケーションと介護技術   30時間   90時間   

7．医療及び看護を提供する者との連携   15時間   30時間   

9．生活支援のためのアセスメントと計画   15時間   30時間   

合 計   90時間   210時間   
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3 実務経験1年以上の訪問介護員養成研修1級課程修了者  

科 目   通信時間   総時間   

1．生活支援の理念と介護における尊厳の理解   
15時間   30時間   

8．介護における社会福祉援助技術   

7．医療及び看護を提供する者との連携   15時間   30時間   

合 計   30時間   60時間   

4．「その他の者」（実務経験1年以上）  

1．生活支援の理念と介護における尊厳の理解   15時間   30時間   

2．老人、障害者等が活用する制度及びサービスの理解   15時間   30時間   

3．老人、障害者等の疾病、障害等に対する理解   15時間   30時間   

4．認知症の理解   15時間   30時間   

5．介護におけるコミュニケーションと介護技術   10時間   30時間   

6．生活支援と家事援助技術   15時間   30時間   

7．医療及び看護を提供する者との連携   15時間   30時間   

8．介護における社会福祉援助技術   15時間   30時間   

9．生活支援のためのアセスメントと計画   15時間   30時間   

10．介護職員の倫理と職務   15時間   30時間   

合 計   145時間   300時間   
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介護職員基礎研修は、ヘルパー2級研修のカリキュラムと比較して、認知症の理解や医療・看護の連携といった科目を創設し、  

介護技術に関する科目について大幅に時間数を伸ばしている。  

1．講義（58H）  
ル1 

基礎理解とその展開（3¢○時間）   
社会福祉の基本的な理念及び福祉サービスを   一読義・演習を一体的に実施－  
提供する際の基本的な考え方に関する講義（6H）  

老人保健福祉及び障害者福祉に係る制度及びサービ  
ス並びに社会保障制度に関する講義（6H）   

訪問介護に関する講義（5H）   
サービスの理解（30H）  

老人及び障害者の疾病、障害等に関する講義  
（14H）  3．老人、障害者等の疾病、障害等に  

介護技術に関する講義（11H）  

家事援助の方法に関する講義（4H）   

相談援助に関する講義（4H）  

医学等の関連する領域の基礎的な知識に関する  
講義（8H）  6．生活支援と家事援助技術（30H）  
2．演習（42H）   

福祉サービスを提供する際の基本的な態度に   
関する演習（4H）  

介護技術に関する演習（30H）  

（30H）  
訪問介護計画の作成等に関する演習（5H）  

覆面た画面デモヌラ  
レクリエーションに関する演習（3H）   

3．実習（30H）  10．介護職員の倫理と職務（30H）   

介護実習（注）（24H）  

J．   

＋  老人デイサービスセンター等のサービス提供現場の  ご’◆・．   
見学（6H）  実習（1■○時間）   

◆ 
◆・．   
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ノ∫   

【参考】訪問介毒事業所の饉手書数  

田   

常勤（専従）   常勤（兼務）   非常勤   

介護福祉士   68，8了5   26，423   11，181   31，271   

1級訪問介護員   26，227   9，029   3，937   13，261   

2級訪問介護員   254，476   25，488   13，359   215，629   

3級訪問介護員   2，109   Ⅶ   囲   1，853   

その他（注）   25，626   2，892   1，839   20，895   

介護職員計   377，313   64，036   30，368   282，909   

（注）看護師、准看護師、職種不詳が含まれる。  

出典＝厚生労働大臣官房統計情報部「介護サービス施設ヰ業所調査」（平成19年10月1日現在）11  



第1回（3月29日）今後の介護人材養成の在り方に関する検討会  

今後の介護人材養成の基本的な  

方向性に関する論点   



今後の介護職員のキャリアアップの在り方のイメージ（案）   

／  

‾ 莞   
ヽ  

垂  

妄○ 吉夢膠の段剋分担分断であり、抑†、  
… 手ヤリアアップと必ずレ石窟びつい丁い粛往   



今後の介護人材養成の前提  

2   



人材養成に関する論点（例）  

1．初任介護職員の段階における論点  

2．中堅介護職員の段階における論点  
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3．施設長・リーダーの段階における論点  
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4．その他の論点  
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第1回（3月29日） 今後の介護人材養成の在り方に関する検討会  

介護福祉士の資格取得方法の見直しに関するご意見の募集について  

平 成 2 2 年 3 月  

厚 生 労 働  省  

社会・援護局福祉基盤課   

今後の高齢化の一層の進展等を踏まえ、介護福祉士の資質向上を図るため、平  

成19年に「社会福祉士及び介護福祉士法」の一部が改正され、平成24年度（平  

成25年1月に実施される国家試験）より介護福祉士の資格取得方法が見直されま  

す。   

従来は介護職員としての実務経験が3年以上あれば国家試験が受験できたとこ  

ろ、3年以上の実務経験に加えて、国が指定する教育機関で、介護に関する体系  

的な知識・技術を学習する6カ月（600時間）以上の養成課程を経ることが必要と  

なります。   

しかしながら、これによる資質向上が期待される一方、現在の介護分野におい  

ては、離職率が高く、地域によっては人手不足が生じているなどの課題があり、  

介護人材の量的な確保に向けた見直しが必要との意見があります。   

厚生労働省としては、資質向上と量的確保が可能な限り両立されるよう、介護  

分野の現状に即した介護福祉士養成の在り方について検討を行う必要があると考  

えております。   

ついては、こうした検討の参考とさせていただくため、下記の要領により広く  

ご意見を募集いたします。   

なお、頂いたご意見に対する個別の回答はいたしかねますので、その旨ご了承  

ください。  

（注）本意見募集について、当方の不手際により中途段階のものが3月3日に一   

時当省HPに掲載されてしまいました。既にご意見を頂戴した方におかれま   

しては、当方の不手際を深くお詫びいたしますとともに、改めてご意見を頂   

戴できれば幸いです。   



記  

1．ご意見募集期間   

平成22年3月5日（金）から平成22年3月18日（木）まで  

2．ご意見募集内容   

参考資料をご覧いただいた上、別紙のアンケートにご回答ください。  

【別紙アンケート】  

○ ワードファイル：こちらをクリック  

O PDFファイル：こちらをクリック  

【参考資料】  

O PDFファイル：こちらをクリック  

3．ご意見提出方法  

下記のいずれかの方法にて、ご提出願います。   

【※下記のいずれの方法においても平成22年3月18日（木）必着にてお願いいたします。】  

○ 郵送の場合  

〒100－8916 東京都千代田区霞が関1－2－2  

厚生労働省社会・援護局福祉基盤課福祉人材確保対策室宛  

O FAXの場合  
03－3591－9898  

O Eメールの場合  

kaigoshikaku＠mhlw，gO．」p  

4．ご意見提出に当たってのお願い事項   

ご意見は、別紙の「介護福祉士の資格取得方法の見直しについて」の各質問項   

目に○を付してご提出くださいますよう、お願いいたします。   

また、個人の方は氏名■住所■職業を、法人の方は法人名・担当者氏名・役職・   

法人所在地を記載してください。ご提出いただきましたご意見については、氏名  
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（法人名・担当者氏名・役職）・住所（所在地）を除き、公開される可能性があ  

ることを、あらかじめご承知おきください。ご意見中に、個人に関する情報であ  

って特定の個人が識別しうる記述がある場合又は法人等の財産権等を害するお  

それがあると判断される場合には、公表の際に該当箇所を伏せる場合もあります。  

5．ご不明な点についてのお問い合わせ先   

厚生労働省社会・援護局福祉基盤課マンパワー企画係・資格試験係   

【代表電話】03－．5253－1111（内線：2845■2849）  

※ 電話によるご意見はご遠慮くださいますようお願いいたします。  

以上   
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（別紙）  

介護福祉士の資格取得方法の見直しについて  

【法人の場合：  

担当者氏名】  

住所・法人所在地  

職業・役職  

質問1 あなたの介護サービスとの関わりについて、該当する番号二⊇畳○で囲   

んでください。  

（※ 質問2は、質問1で1から4までを選択された方のみご回答ください。）  

質問2 あなたが関わりを持つ介護サービスの種類lこついて、該当する番号二⊇   

を○で囲んでください。  

質問3 あなたの年齢はおい＜つです机該当する番号二⊇皇○で囲んでくださ   

い。  

1．19歳以下  3．30■－39歳  4．40′〉49歳  5．50～59歳  6．60－69歳  7．70－79歳  8．80歳以上   2．20－29歳  



質問4 介護福祉士の資質向上のため、平成24年度以降、実務経験に加えて、   

6カ月（600時間）以上の養成課程の受講を新たな要件とした見直しの方向性   

について、あなたはどのようにお考えですか。該当する番号二⊇ 

＜ださい。  

2．良くないと思う。  3．どちらともいえない。  1．良いと思う。  

質問5 新たに受講が義務付けられることとされている6カ月（600．時間）以上   

の養成課程について、あなたはどのようにお考えですか。該当する番号二⊇亘   

○で囲んで＜ださい。  

質問6 働きながら無理な＜資質向上のための学習を行うためには、どのような   

支援が必要であるとお考えですか。該当する番号を三つまで○で囲んで＜ださ  

い。  
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質問7 介護福祉士の資格取得方法の見直しその他介護人材の養成制度全般につ   

いて、こ意見がこざいましたら、下欄にこ記入＜ださい。  

※ 質問項目は以上です。こ協力ありがとうこざいました。   



第1回（3月29日）今後の介護人材養成の在り方に関する検討会  

福祉・介護人材確保対策関係予算について   



【目 次】   



1．  

2   



福祉・介護人材確保対策等の全体像  

既存▲新 括置年度T 
草葉を清掃 担当鳥憩室係名 

頁  
事業名   事業内容 事業の実施主体、   

予算琴（案）   
サる埼脊中∵  
相談窓口 蘇±03丁5253－111十卜  

介護報酬のプラス3％  
老健局  

改定による介護従事者  既存  
老人保健課  

の処遇改善   材への報酬上の評価を導入。  
企画法令係  
（内線：3949）  

平成21年度補正予  
老健局  

介護職員等の処遇改  介護職員の処遇改善に取り組む事業   
都道府県   新規  算  都道府県  

介護保険課   
者への助成を実施。  企画法令係  

Pll   
日 Fコl  4，000億円  

（内線：2164）   

現に介護職員等として働く者を外部  
平成21年度補正予  老健局  

現任介護職員等の研    研修等に派遣する場合に必要な代替  
算  

都道府県  
振興課  

修支援  
職員を雇用する場合等の経費を助成。   

新規  
緊急雇用創出事業  基準係  
3，000億円の内数  （内線：3983）   

平成21年度補正予  

算  
老健局  
振興課  新規介護職員等の養 成  雇用保険の受給資格のない離職者 等に対して、社会福祉施設等に委託 し 新規  緊急人材育成・就  
人材研修係  

P12  

、現場で職業訓練を実施。   職支援事業3．466  
億円の内数   

（内線：3936）   

地域包括支援センター等に、相談支  平成21年度補正予  老健局  
援専門職のバックアップを行う職員や  

地域相談体制の強化    認知症の連携担当者等を雇用する  都道府県   
算  

市町村  
振興課  

新規  
緊急雇用創出事業  人材研修係  

場合の経費を助成。  3，000億円の内数  （内線：3936）   

職業安定局  

雇用管理の改善のため の相談援助事業  雇用管理の改善に関する専門的な 相談援助、雇用管理者講習等を実  財団法人介護労働  

働安定センター   
既存   

平成22年度予算  

13．8億円  
安定センター各支部  P15   

施。   （所）  介護労働対策係  
（内線：5785）  
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既存・新  措置年度・  
事業を活用  担当局課室係名  

頁  
事業名   事業内容   事業の実施主体  

規の別  予算額（案）  
する場合の  （厚生労働省代表電 ：03 

相談窓口  話－5253－1111）  

職業安定局  
雇用管理改善を担う特定労働者又  雇用政策課  

介護人材確保定着等 助成金   は介護関係業務の未経験者を雇い  新規   
平成22年度予算  

110．2億円   
都道府県労働局  介護労働対策室  

入れた場合に一定額を助成。   介護労働対策係  
（内線：5785）   

P14   
職業安定局  

介護労働者設備等整 モル  介護福祉機器（移動リフト等）を導入し たに 
雇用政策課  

備デ奨励金  場合一定額を助成。   
新規   

平成22年度予算  

18．8億円   
都道府県労働局  介護労働対策室  

介護労働対策係  
（内線：5785）   

小規模事業所が連携して、合同採用  
平成20年度補正予  社会・援護局  

複数事業所連携事業   や合同研修等の取組を行った場合に  
都道府県（委託   算   都道府県福祉人材   福祉基盤課   

※1  可）  
新規  

205億円（※1～※4  指導養成係  
P30  

一定額を助成。  
の合計）の内数   （内線：2848）   

w定の要件を満たす優良な実習施  

設が中心となって、地域の実習施設  
平成22年度予算  社会・援護局  

実習受入施設ステップ  都道府県（委託   
と連携を図りつつ、講習介や実践事  

セーフティネット支援  都道府県福祉人材   福祉基盤課   
アップ事業  

新規  
対策等事業費補助  指導養成係  

P33  

例報告会等の取組を行った場合に－  

定額を助成。  
金240億円の内数   （内線：2848）   

事業の  既存・新  措置年度・  
事業を活用  担当局課室係名  

頁  
事業名   事業内賓  

実施主体  規の別  予算額（案）  
する場合の  （厚生労働省代表電 ：03 

相談窓口  話－5253－111り  

平成22年度予算  社会・援護局  
福祉・介護人材定着支  就職して間もない従事者に対する巡  都道府県（委託   セーフティネット支援  都道府県福祉人材   福祉基盤課   

援事業   回相談等の実施。   可）  
新規  

対策等事業費補助  指導養成係  
P32  

金240億円の内数   （内線：2848）   

養成校の教員等が事業所を巡回・訪  平成21年度補正予  社会■援護局  
キャリア形成訪問指導   問して職員のキャリアアップや施設の  都道府県   算   都道府県福祉人材   福祉基盤課   
事業※5   向上等のための研修を行った場合の  

新規  
98億円（※5・※6の  指導養成係  

P35  

経費を助成。  合計）の内数   （内線：2848）  



事業の  既存一新 帯置年度・ 
き業を清鱒 偲当滞課室係冬 

真  
事業名   事業困容   

実施主体   規め即 予算額（案） 
する場今村 （厚華労働省代表各 3†1 

相談寒鞋豪   牒鱒㌍攣斗＝±1ト  

全国の主要なハローワークに「福祉人  
材コーナー」を設置し、福祉分野にお  

平成22年度予算  

けるマッチング機能の強イヒを図る。   
13．9億円   職業安定局  

福祉人材確保重点プロ  総務課首席職業指導  P17  

新規  
ノ＼丑職業安定所  

官室  厚生労働省  ジ工クト   平成21年度補正予  （ハローワーク）  

者等への介護分野の職業情報の提  
職業紹介第2係  P18   

供等の体制整備及び「福祉人材  
算  （内線：5779）  

コーナー」の増員を予定。  
9億円   

都道府県福祉人材センターにキャリ  
ア支援専門員を設置し、個々の求職  

平成21年度補正予  社会・援護局  

福祉・介護人材マッチ    者に相応しい職場を開拓するとともに、  算   都道府県福祉人材   福祉基盤課   
新規  98億円（※5■※6の  指導養成係  

P35   
ング支援事業※6  

働きやすい職場づくりに向けた指導・  
合計）の内数   （内線：2848）   

助言を実施。   

福祉・介護人材養成の  
職業能力開発局  

ための離職者訓練の実  
平成22年度予算  公共職業安定所  能力開発課  

新規  91．6億円  （ハローワーク）  企画調整係  
P20   

施   の実施。   
（内線：5924）  

雇用保険の受給資格のない者等に  
対する新たなセーフティネットとして、  
今後3年間基金を造成し、職業訓練、  

職業能力開発局  

緊急人材育成就職支     再就職、生活への支援を総合的に実  中央職業能力開   新規   平成21年度補正予 算  公共職業安定所  

能力開発課  P21   

援基金事業   施（新規成長や雇用吸収の見込める  （ハローワーク）   
緊急人材育成・就職  

分野（医療、福祉・介護等）における  
3，466億円の内数  支援基金係  P23   

基本能力習得のための長期訓練の  
（内線：5929）  

実施）。   

社会・援護局  

介護福祉士等修学資  介護福祉士養成施設等へ就学を希  都道府県社会福   新規   平成20年度補正予 算  

P26   

金貸付事業   望する者に対する修学資金の貸付け。  祉協議会等  320億円   
協議会等   資格試験係  

（内線：2849）   
P27   

学生や教員に対し、福祉・介護の仕  
平成20年度補正予  社会・援護局  

進路選択等学生支援   事の魅力を伝えるための相談・助言  算   都道府県福祉人材   福祉基盤課   
新規  

205億円（※1～※4  指導養成係  
P28   

事業※2  
を実施。   へ委託可）  

の合計）の内数   （内線：2848）   
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事業の  既存・新  措置年度・  
事業を活用  担当局課室係名  

頁  
事業名   事業内容 

実施主体  規の別  予算額（案）  
する場合の  （厚生労働省代表電 ：03 

相談窓口  話－5253－1111）  

都道府県（介護福  
平成20年度補正予  社会・援護局  

潜在的有資格者等養  潜在的有資格者等の再就労を促進   祉士養成施設等  算   都道府県福祉人材   福祉基盤課   
成支援事業※3   するための研修を実施。  

新規  
205億円（※1～※4  指導養成係  

P29  

へ委託可）  
の合計）の内数   （内線：2848）   

都道府県（都道府  
平成20年度補正予  社会・援護局  

職場体験事業※4   福祉・介護の職場体験の機会の提供。   県福祉人材セン  
算  都道府県福祉人材  

新規  
205億円（※1～※4  指導養成係  

P31   

ターヘ委託可）  
の合計）の内数  （内線：2848）  

福祉人材確保重点事  
平成22年度予算  社会・援護局  

業（都道府県福祉人材  
セーフティネット支援  

センター・バンク）   援。   
既存  

対策等事業費補助  指導養成係  
金240億円の内数   （内線：2848）  

働きながら介護関連資格（介護福祉  
平成21年度補正予  社会・援護局  

「働きながら資格をと  
′   

算   福祉基盤課マンパワ   
P37   

都道府県   新規  
緊急雇用創出事業  

都道府県  
る」介護雇用プログラム  、 ー企画係  

3，000億円の内数  （内線：2849）   
P39   
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主な福祉・介護人材確保対策①   

福祉・介護人材の安定的な確保のためには、①処遇改善等による定着の促進を進めるとと  
もに、②多様な人材の参入の促進を図ることが必要。   

→ 平成20年度補正、平成21年度当初、平成21年度補正予算により、多年度にわたる総合的な対策を実施。  

多様な人材の参入促進  

（か 介護福祉士等の養成校の入学者に対する修学資金の貸付け   

（320億円） 

② 学生や教員に対して福祉・介護の仕事の魅力を伝えるための相談   
助言  

③ 潜在的有資格者の再就業を支援するための研修の実施  

④ 福祉・介護の職場を体験する機会の提供  

（②～④：205億円の内数）  

① 介護報酬のプラス3％改定による職員の処遇改善と介護保険料  

の上昇の抑制（1，154億円）  

② 介護関係業務の未経験者を雇い入れた事業主への賃金助成   

（99億円）  

③ 移動リフト等の介護福祉機器導入費用の助成（19億円）  

① 雇用管理改善に関連する業務を担う人材を雇い入れた事業主へ   

の賃金助成（18億円）  

② 処遇改善等のための人事制度を導入・運用し、かつ、雇用管理   

改善のための取組を行う事業主に対する助成（2億円）  

③ 介護事業主団体等に対する人材確保や雇用管理改善のため   

の事業等の委託（7億円）  

④新たに福祉・介護分野に従事する者に対する巡回相談の実施   

（セーフティネット支援対策等事業費補助金210億円の内数）  

① 全国の主要なハローワークに「福祉人材コーナー」を設置し、福祉  

分野（介護・医療・保育）の人材確保に向けたマッチング機能を強化  

（7億円）  

② 介護福祉士及びホームヘルパー1級の養成に係る離職者訓練を  

新たに実施（51億円）  

③ 都道府県福祉人材センターによる福祉・介護人材確保のための取  

【
2
1
年
度
補
正
】
 
 

【
2
1
年
度
当
初
】
 
 

組の支援（セーフティネット支援対策等事業費補助金210億円の内数）   

（4，000億円）  

剰王介護職員 を研 
用に係る経費の助 

別の教員等か て キ 」‾石「ロ   

ブ笥のための研修の実施 



主な福祉・介護人材確保対策②   



2．介護保険サービスに従事する  
職員の処遇改善等   



介護分野における経済危機対賃（平成21年虔第1次補正予算）   

来るべき起高齢社会を迎える中で、国民が安心して老後を迎えることができるようにするとともに、現下の厳しい  

雇用情勢の中で、介護分野における雇用の創出・人材養成等につながるよう、総合的な対策を講じる。  

用創出量については、事業 量の見込み望合等によっては、 

【介護力の向上・雇用創出】  

・介護拠点等の緊急整備等を通じた老後の安心確保  
・今後3年間で介護職員等の介護人材約30万人の雇用創出を目指す  

介護職員等の処遇改善・養成  

平成23年度  

約195万人  
（推計値）  

（郭介護拠点等の緊急整備  

持養・老健・グループホーム・小規模多機能事   

業所など介護拠点の緊急整備を通じた雇用の創出  

②現任の介護職員等の研修支捷  

現任の介護職員等の研修支援を通じた代替雇用   

の創出  

③地域相談体制の強化  

地域包括支援センター等への事務職員・認知症   

の連携担当者等の配置  

⑨介護職員処遇改書交付金  

介護職員の処遇改善に   

取り組む事業者への資   

金の交付を通じた介護   

職員の更なる処遇改善  

3年間で  

＋約7万人  

②新規介護職員等の♯成  

離職者等に対して、社   

会福祉施設等に委託し   

た現場における職業訓   

練を実施  

3年間で  

＋約23万人  

第4期事業計画に基づ  
く介護基盤の整備  

平成20年度  

約165万人  
（推計値）  

平成21′）23年度  

（注1）「第4期事業計画に基づ＜介護基盤の整備」を通じた雇用創出量については、平成18年10月時点の職員数（介護サービス施設・事業所調査）をもとに、現在、各自治体において策定  
を進めている第4期介護保険事業計画に基づく介護給付費の暫定集計値（平成20年10月時点）を用いて、職員数の伸びが給付費の伸びと同率であると仮定して算出した推計値である。  

（注2）雇用創出量は、介護職員・介護支援専門員・調理員・事務職員等の合計であり、いずれもー定の仮定を置いて算出した推計値である。  10   



介護職責処遇改善交付金  

（1）目的   

21年度介護報酬改定（＋3％）によって介護職員の処遇改善を図ったところであるが、他の業種との賃金格差をさ   
らに縮め、介護が確固とした雇用の場としてさらに成長していけるよう、介護職員の処遇改善に取り組む事業者へ   
資金の交付を行うことにより、介護職員の処遇改善を更に進めていくこととする。  

（2）補助の概要   

介護職員のさらなる処遇の向上のため、介護事業者からの申請に基づき、介護職員処遇改善交付金を介護報   
酬とは別に交付する。   

交付は、各サービス毎の介護職員人件費比率に応じた交付率による。（介護職員のないサービスは助成対象と   
しない）  

（3）交付方法  

①都道府県が基金を設置して実施する。  

②財源  ：国費10／10  

③交付対象：以下の要件を全て満たす事業者  

（ア）各事業所における介護職員一人当たりの本交付金の交付見込額を上回る賃金改善を行うことを含む処  

遇改善計画を職員に周知の上提出すること。  
（イ）22年度以降については、キャリアリくスに関する要件を加えることとし、この要件を満たさない事業所につ  

いては、交付率を減額する。  
④助成額：介護報酬総額×介護職員人件費比率を勘案してサービス毎に定める率  

※介護報酬総額には、利用者負担を含み、補足給付を含まない。  

（4）事業規模   合計約3，975億円 〈介護職員（常勤換算）1人当たり月額1．5万円の賃金引上げに相当する額〉   
※21年度は地方における準備等を勘案し、21年10月サービス分からの実施を予定し、2．5年分を予算計上  

11   



現任・新規介護職責等の研修支援・養成  

（1）目的   

介護職員等の確保と資質向上を図る観点から、介護分野の経験のない離職者等が介護分野で活躍できるよう訓   

練を実施するとともに、現に介護職員等として働く者の資質向上と代替雇用等を通じた更なる雇用創出を図る。  

（2）事業内容  

①現に介護職員等として働く者を外部研修等に派遣する場合に必要な代替職員を雇用する事業を実施する。  
（介護分野を緊急雇用創出事業の重点的な取組を行う分野として位置付け、積極的に実施）  

②雇用保険の受給資格のない離職者等に対して、社会福祉施設等の現場において職業訓練を実施する。  
（緊急人材育成・就職支援基金事業として実施）  

地域相談体制の強化  

（1）目的   

高齢者等が住み慣れた地域で生活できるよう、地域相談体制の強化を図る。  

（2）事業内容等   

地域包括支援センター等に、相談支援専門職のバックアップ（利用者に関する情報整理や、地域の医療機関・介   
護サービス事業所との連携・協働に必要となる事務など）を行う職員や認知症の連携担当者等を雇用する事業を   

実施する。（介護分野を緊急雇用創出事業の重点的な取組を行う分野として位置付け、積極的に実施）  
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3．雇用管理改善等に関する取組の充実  
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介護萄働者雇用管理改善等の主要関連施策について  

（平成22年度予算 248億円）  

1介護人材確保定着等助成金（110．2億円）  

●介護基盤人材確保等助成金（18億円）（経過措置分を含む。）  
新サービスの提供に伴い、雇用管理改善に関連する業務を担う人材として、特定労働者（※）を雇い入れた  

場合に、特定労働者1人当たり6箇月で70万円まで助成。   

（※）保健医療サービス又は福祉サービスの提供に関する実務経験が1年以上あり、かつ、社会福祉士、介護福祉士、  

介護職員基礎研修修了者、訪問介護員（1級）のいずれかの資格を有する者、又はサービス提供責任者としての実務経験が  

1年以上ある者   

●介護未経験者確保等助成金（92．2億円）  
介護関係業務の未経験者（新規学卒者を除く。）を雇用保険一般被保険者として雇い入れ、6ケ月以上   

定着した場合に、未経験者1人あたり25万円、さらに6ケ月以上定着した場合に25万円、合わせて1年間で   
50万円まで助成。  

また、介護業務未経験者のうち、いわゆる年長フリーター等（25歳以上40歳未満）を雇い入れた場合は、   
通常の倍額を助成。  

14   
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4．ハローワークにおける取組の充実  
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福祉人材確保重点プロジェクトの拡充  

平成21年度補正予算（9億円）  平成21年度予算（7．4億円）  

○ 拡充内容  ○ 支援内容  

福祉人材コーナーにおける求人・ン求職者支援等  

・他産業から離職した派遣労働者等の非正規労働者  

を対象とする、キャリアアップハローワーク、キャリアア  

ップコーナー、安定就職コーナーに、介護分野への関  
心を持つ者等に対して介護分野の職業情報の提供等  

を行うとともに必要に応じて、「福祉人材コーナー」へ  

の誘導を行う人員体制を強化する。   

・他産業からの離職者の参入等求鞍者数の増加に  
対応し、きめ細かな職業相談、職業紹介等を担当す  
る福祉人材確保連携推進員を増員する。  

福祉・介護サービス分野の経験者等による求人充足に向  

けての助言・指導  

求人者に対する雇用管理改善・人材確保に資するセミナー  

等の開催  

求准看に対する担当者制によるきめ細かな職業相談・職業  

紹介  

求職者に対する就業に関するセミナーや社会福祉施設等  

への見学会等の開催  

福祉分野の人材確保に係るネットワークの構築  

○ 実施体制  

福祉人材コーナー  
ミ運営する福祉人材  都道府県  

センター）等との連携   

○ 実施体制  
福祉人材コーナー  

（全国の主要なハローワーク内に設置）  

職業相談員（福祉人材担崇）（1～3人）  

福祉人材確保連携推進草（1～2人）  

（介護分野の就業経験者等ト  

キャリアアップハローワークー安定就職コーナー等  

職業相談員（福祉人材誘導）（1人）   



5．能力開発施策の充実  
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公共職業訓練（離職者訓練）の充実  平成22年  

約397億円（委託訓練分のみ）  

十ヨー・せ雛職春摘録痛撃型撃万人）  

厳しい雇用失業情勢が続く中、過去最大であった今年度と同規模の離職者訓練を確保するた  
め、民間教育訓練期間等への委託により、今後成長が見込まれる介護・福祉、医療、情報通信等  
の分野を中心に実施  

（平成22年度訓練計画数：約22万人（施設内訓練：約4．5万人、委託訓練17．5万人））  

ロ2安定雇用に向放資麹得のための長遡塾魔の実施（4760人）  

離職を余儀なくされた非正規労働者等、失業者の増加に対応するため、介護福祉士及び保育士  
の資格取得を目的とした長期間の職業訓練を、民間教育訓練機関等への委託により実施  

（平成22年度訓練計画数：4，760人（※平成21年度訓練計画数：3，760人））  

舵士  

平成21年度に引き続き、平成22年度においても介護福祉士の資格取得を目的とした訓練を実施する。   

・平成21年虔 3，7¢○人（21年、22年の2年訓練）  
・平成22年虔 3．7¢○人（22年、23年の2年訓練）  

2．尿育士闇勘軌  

平成22年度から、新たに保育士の資格取得を目的とした訓練を実施する。   

・平成22年虐1．000人（22年、23年の2年訓練）   



緊急人材育成・就職支援基金の概要  3．466億円  

○ 雇用保険の受給資格のない者（非正規離職者、長期失業者など）等に対する新たなセーフティネットとして、  
今後3年間、基金を造成し、ハローワークが中心となって、職業訓練、再就職、 生活への支援を総合的に実施。  

1 職業訓練、訓練期間中の生活保障  

の 職業訓練の拡充（35万人）  
・新規成長や雇用吸収の見込める分野（医療、介護・福祉等）における基本能力習得  
のための長期訓練  

・再就職に必須の汀スキル習得のための訓練  

② 訓練期間中の生活保障（30万人）  
・訓練を受講する主たる生計者に対して、訓練期間中の生活費を給付  

（単身者：月10万円、扶養家族を有する者：月12万円）  
・ 希望者には貸付を上乗せ  

（単身者：月5万円まで、扶養家族を有する者：月8万円まで）  
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2 中小企業等における雇用創出  

の 実習型雇用・雇入れの助成（7万人）  
・新規成長・雇用吸収分野等において、十分な技能・経験を有しない求職者を実習型雇用  
により受け入れる中小企業等に対し助成  
（実習型雇用：1人月10万円、雇入れ：1人100万円）  

e）職場体験等を通じた雇入れの助成（2万人）  
・介護・ものづくり分野等において、職場体験、職場見学を通じて求職者を雇い入れる中小  
企業等に対し助成   （職場体験の受入：1人10万円、雇入れ：1人100万円）  
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3 長期失業者等の再就職支援  

①＋長期失業者に対する再就職支援（3万人）  
・長期失業者について、民間職業紹介事業者に委託して、再就職支援（カウンセリング・  
再就職先の開拓・セミナーの実施等）や就職後の定着支援を実施  

② 就職活動困難者に対する再就職及び住居・生活支援（1万人）  
・住居を喪失し就職活動が困難となっている者について、民間職業紹介事業者に委託して、  
再就職支援（カウンセリング・セミナーの実施等）と住居・生活支援（住居の提供、生活・就職活動費  
の支給）を併せて実施  

※1～3のほか、帰国を希望する日系人、研修・技能実習生への帰国支援を実施   ‾‾■■ 
＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ i21  



★ 緊急人材育成支援事業の概要  
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J．－  

若年者、非正規労働者等の新規成長■雇用吸収分野訓練（案）   

【職種別実践演習（選択）】  

＜訓練期間3～6月＞  

【基礎科目（共通）】   

＜訓練期間6月＞  

○ 希望職種等に係る実践演習の実施。  ○ 若年者等に配慮し、演習一実習を中心にした多様な  
カリキュラム編成とする。   
就職に必妻な基礎力の養成と主要な業界、業種に係る  

①座学と企菓実習等を組み合わせたデュアル形式  
②座学形式  

③事業主委託形式  等  

希
望
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界
、
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を提供。   
実践的な演習に向けたレディネス付与と具体的な  

職種選択へ向けた動機付けを支援。   

＜一腰僻眉＞   

①基礎学力の向上（数学、力学、国学等）  

＜基慮窟ぎ＞   

② 自己理解、職業マインド、表現スキル、   

人間関係スキル（コミュニケーションカ）、   

思考スキルの向上   

③汀活用スキル向上（帳票作成、表計算等）   
④事務処理能力向上（総務・経理、一般事務等）   
⑤ものづくり基礎力向上（基礎課題作成等）  

医療分野（医師事績作業補助者）   
①座学（3か月）＋企業実習（1か月）  

介護分野（ヘルパー1・2級）  
① 座学（3か月）＋企業実習（1か月）  

② 座学実習（6か月）  

lT分野（情報処理技術者）  
（D 座学（4か月）＋企業実習（2か月）  
② 座学（6か月） ③ 事業主委託（3か月）  

よ業分野 ② 座学実技（6か月）  

観光分野  等  ＜鼻声御  潮＞   
⑥ガイダンス   

⑦職場見学、職場体験 等  

t  

t   

r ■－●】－■ －■ ■ ■ － ■ －■－ － ■ 一 ■－ t■－ ● ●●一一 一一 一■ ■■■－■－●－ ■－ ‾ ‾ ‾ ‾1  

：ものづくり分野（電気設備）※  
実習（2か月）  

」＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿l  

※ ものづくり分野は、機構又は都道府県で実施  

訓練分野〔業界・職種〕ごとのキャリアマップ、 能力評価基準等を活用したキャリア・コンサルティンゲの実   登録キャリア・コンサルタントによるキャリア・コンサルティンゲの実施  

及びゾ］ブ・カードの交付  



6．都道府県福祉人材センターの機能の充実等  
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介蓋福祉士専修学資金貸付制度の拡充について  

○ 介護福祉士等養成施設に著しい定員割れが生じている現状を踏まえ、若い人材の福祉・介護分野  
への参入を促進する観点から、介護福祉士・社会福祉士養成施設の入学者に対し修学資金の貸付け  
を行う「介護福祉士等修学資金貸付制度」について、貸付原資等の補助及び貸付条件の緩和を行う。  

第2次補正予算による対応   現行制度（平成20年度）  ず   

予算額（案）   320億円（※）   セーフティネット事業費補助金195億円の内数   

補助率   10／10（セーフティネット事業費補助金）   1／2（セーフティネット事業費補助金）   

実施主体   都道府県が適当と認める団体（都道府県社協等）   道、県   

・介護福祉士養成施設（1年課程）   ・介護福祉士養成施設（1年課程）  

・介護福祉士養成施設（2年以上課程）   ・介護福祉士養成施設（2年以上課程）  
貸付対象  ・社会福祉士一般養成施設（1年以上課程）   t 社会福祉士一般養成施設（1年以上課程）  

■ 社会福祉士短期養成施設（6月以上課程）   ・社会福祉士短期養成施設（6月以上課程）  

のいずれかに入学する者（学年当たり6，000人程度）   のいずれかに入学する者   

①月額5万円  月額3．6万円   
貸付限度嶺  ②入学準備金20万円（初回に限る。）  

③就職準備金20万円（最終回に限る。）  

貸付利子   無利子   無利子   

返還方法   都道府県が設定する期間内に、都道府県が設定す る金  貸付を受けた期間に相当する期間内に、毎月3．6万円を  
返還   

①養成施設等の卒業の日から1年（国家試験に不合格  ①養成施設等の卒業の日から1年以内に、  
となった場合等には3年）以内に、  

②貸付を受けた都道府県の区域内において  ②貸付を受けた都道府県の区域内において  
返還免除  ③ 受験資格の対象となる介護又は相談援助の業   ③介護福祉士の場合には受験資格の対象となる介  

塵に従事し、  護等の業務に、社会福祉士の場合には受験資格の  
対象となる相談援助の業務に従事し、  

④以後5年間当該業務に従事すること  ④以後7年間当該業務に従事すること   

貸付事務費   
交付された資金の中から年間600万円以内の範囲で取崩  なし   し可能  

※ 3年分に相当する規模の貸付に係る原資を交付。  26   



介蓋福祉士専修学資金貸付制度について  

○ 平成20年度第2次補正予算において、介護福祉士・社会福祉士養成施設等への入学者に対し修学資金   

の貸付けを行う「介護福祉士等修学資金貸付制度」を大幅に拡充（3年相当分で320億円）。  

この制度は、養成施設等に在学期間中1月5万円を限度に貸付けを行うとともに、養成施設等を卒業後、   

貸付けを受けた都道府県内で、5年間介護又は相談援助の業務に従事した場合は返還を免除。  

（介護福祉士等修学資金貸付制度の仕組み）  
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① 進路選択学生等支援事業（平成20年度第2次補正予算で創設）  

○ 将来の福祉・介護人材を養成する介護福祉士・社会福祉士等養成施設においては、深刻な定員割れの状態に   

り、このままでは、サービス提供を担 う人材の確保やサービス水準の維持に支障を生ずるおそれがある。   
※介護福祉士養成施設定員充足率（71．8％（平成18年度）→64．0％（平成19年度）→45．8％（平成20年度））  

○ このため、養成施設に、専門員を設置し、次のような取組を通じ、若い世代や地域の人材確保を推進する。  

（対象）  

・中高生、家族、教員  

・中高齢者、主婦層、転職者等  

・地域団体・機関等  

（活動内容）  

・福祉・介護の仕事の魅力や実情を紹介  
・就学・研修受講に向けて、個別に相談・助言・指導等を行う  

・理解促進、意識啓発のための地域イベント、説明会等を開催  

※ 定員充足率60％未満の養成施設（介護福祉士、社会福祉士、精神保健福祉士）を対象。  

【イメージ】  
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② 潜在的有資格者等養成支援事業（平成20年度第2次補正予算で創設）  

○ 定員に余裕がある介護福祉士養成施設等の資源を活用し、   

①潜在的な介護福祉士、社会福祉士、精神保健福祉士の再就業を支援するための研修  
※潜在的介護福祉士は約20万人以上存在（平成17年度）   

②いわゆる「団塊の世代」や主婦層の知識・能力を活かして参画を進めるための研修   

③地域住民に対し、福祉・介護サービスの意義や重要性を理解してもらうための研修   
④障害者の福祉・介護分野への就労を支援するための研修   

⑤職員のOFF－JTを行うことが困難な事業所に従事する者の  

等を行うことを通じ、福祉・介護分野への新たな人材の参入・参画を促進するとともに、現に従事する者の定着を支  
援する。  

【イメージ】  

起こし・定着等のため  

（福祉一介誅の仕事）  

1都道府県当たり、 盲  

年間5，500人を想定。  
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③ 複数事業所連携事業（平成20年度第2次補正予算で創設）  

匝ニー‥l童l■‾‾●童－  

○在宅サービス事業所や小規模事業所は、効率性の問題により、求人や広報、研修等を自ら実施することに困難が  

皇史」  

○景気動向に伴い他分野の採用が活発になる一方、福祉・介護分野では離職率が高く、特に小規模事業所ほどト  

その傾向が強くなっている。  ※1年間の離職率（平成20年財団法人介護労働安定センター調査）  

‥・従業員数 9人以下29．0％、10～49人24．6％、50～99人20．6％、100人以上17．7％  

茎○そこで、複数の事業所がネットワークを形成し、協同による求人活動、合同研修によるキャリア開発等を行い、辛 苦  

蔓業所聞達携による新たな経営モデルを通じ、人材の確保・育成を図る0  
享  

【イメージ】  

人材確保  

・合同求人  

・合同学校説明会 等  

人材育成   

・合同研修   

・人事交流 等  
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④ 職場体験事業（平成20年度第2次補正予算で創設）  

○ 福祉・介護分野において、離職者の約75％が3年未満で離職している状況にあり、また、事業者の約5割が採用  

した者の質に満足していないなど、就聴希望者が抱く職場のイメージと、事業者が求める人材像にギャップが生じて  

いるケースも多いと考えられる。（平成20年財団法人介護労働安定センター調査）  

望者には実際の職場の雰囲気やサービスを直接知？  ○ このため、あらかじめ職場体験を行う機会を提供し、就職希 てもらい、事業者には就職希望者のパ⊥ソナリティを理解してもらうことにより、こうしたギャップを埋め、円滑な人材  
参入を促進する。  

○ こうした取組と併せて、労働施策（各種助成金の活用）との十分な連携を図ることにより、政策効果を高める。  
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⑤ 福祉・介護人材定着支援事業（平成21年度予算で創設）  

○ 福祉・介護分野においては、離職率が約22％と全産業の平均（約16％）を上回っており、これら離職者のうち、  

約75％が3年未満で離職している状況。（平成20年財団法人介護労働安定センター調査）  

○このため、人材定着支援アド／くイザー（仮称）を設置し、就職して間もない従事者等を個々にフォローアップし、亜  

場の労働環境、人間関係等に関する相談に応じるとともに、その結果を事業者にフィードバックすることを通じ、福  

祉・介護分野に従事する者の定着を支援する。  

【イメージ】  

竺1雷撃 
※ 事業者団体等へ委託可  
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⑥ 実習受入施設ステップアップ事業（平成21年度予算で創設）  

○介護福祉士や社会福祉士の養成課程における実習は、実践を通じて学習する機会として、人材養成に当たり不可  

欠。  

○現在、実習施設指導者を養成する講習会はあるものの、その後のフォローアップは、それぞれの施設や実習指導  
者に委ねられている状況。  

○ このため、一定の要件を満たす優良な実習施設を中心として、他の実習施設に対し、実践事例報告会や講習会を  
により、実習指導のレベル向上を図るとともに、実習施設間の連携を促進する。  すること   
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⑦ 福祉・介護人材マッチング支援事業（平成21年度補正予算で創設）  

○ 福祉・介護分野においては、個々の事業所の実状がわかりにくいこと、小規模事業所が多いことなどから、求職者   
が自分にふさわしい職場を見つけにくい状況。  

○ 事業所・施設では、労働環境整備が不十分であり、キャリア展望を示すことができていない状況。  

○ このため、都道府県福祉人材センターにキャリア支援専門員（仮称）を配置し、個々の求職者にふさわしい職場を   
開拓するとともに、働きやすい職場づくりに向けた指導・助言を行い、円滑な就労・定着を支援する。  

【都道府県福祉・人材確保企画委員会】  

都道府県、市町村、労働局り＼ローワーク、介護労働安定セン  
ター、学校、養成校、職能団体、施設・事業者団体等  

【福祉・介護の職場】  【就職希望者】   

都道府県福祉人材センター  

定着できる職場づくり  

求職者 

職場開拓、指導・助言  

（事業所）  

（施 設）  

キャリア支援専門員 （業界■事業所に関する専門的知見あり）  

ハローワーク等  

F‾妄急設諾諸富テ う  

就職後のキャリア相談  

出張による相談を基本  

個々の求織者のニーズを  

把握  

ペーパー情報を超え、実  

態に即して相談   

」＝L  

l‾‾‾●●‾ ‾●【  

l  

・潜在的有資格者等に関するデータを管理  

→就職希望者や事業所に情報提供t紹介   l 現住職員：  地域住民  

中高齢、主婦層等  l  l  

l＿＿＿＿＿＿＿＿＿l  

継続的な  

指導■助言  
アドバイザー  

（公認会計士、中小企業診断士等）  

専門職養成校等  
教育訓練給付、キャリア形成助成金  

複数事業所研修、代替職員確保、訪問指導等  
公共職業訓練、教育訓練給付、就労研修等  
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⑧ キャリア形成訪問指導事業（平成21年度補正予算で創設）  

○ 介護福祉士等の養成校の教員が、福祉・介護事業所を巡回・訪問し、介護技術等に関する研修を行うことにより、  

職員のキャリアアップや資質の向上及び定着を支援する。  

35   



7． 「働きながら資格をとる」介護雇用  
プログラム  
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緊急雇用対策（平成21年10月23日緊急書用対策本部）抜粋  
●●  

●◆ 
●    ◆     ◆  

◆●◆▼ ●  

′Ⅰ具体的な対策 ●  
■  

2．「緊急雇用創造プログラム」の推進  

●   

●  

●  ■  ●  

●  

（1）3つの重点分野におけるプログラムの推進  

成長分野における雇用促進のため、「働きながら職業能力を高める」  
雇用プログラムの推進等に取り組む  

く介護雇用創造〉  

①「働きながら資格をとる」介護雇用プログラム   

・求人ニーズが高い介護分野で、働きながら資格取得（介護福祉士、  
ホームヘルパー2級）ができるよう支援するプログラムを創設  

一 資格取得のための研修費用の手当及び1年又は2年の実践的な  

雇用経験の付与を可能にするため、「緊急雇用創出事業」の要件を緩和  

・実習免除等の働きながら資格を取ることを容易にするための措置の導入等  

・地方自治体に対して、①重点事業としての事業採択と事業の前倒し執行、  

＼．②介護サービス施設、事業者への積極的な周知を要請   
◆◆ 
◆◆● ●●＿  

●●  
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地方公共団体  

※緊急雇用創出事業を、介護施設に委託  

介護施設：離職失業者等を有期雇用契約（1年契約を更新して実質2年）にて雇入れ  

養成機関における講座受講とともに、施設における介護補働を業務指示  
委託事業費：講座受講中を含め、雇入れ期間中の対象者の賃金  

養成機関における受講料等  

○年間スケジュール（例）  

○雇用契約期間内に、給料を  
得ながら無料で、介護福祉  
士資格取得のための、通常  
の講座を受講する。   

02年間で1800時間の講義   

（学科、実技及び実習）を   
受講する。  

12：10   

13：10  

16：20  

17：00  

18：30   

♂や♂♂㌔㌔㌔や♂♂  

」
’
′
一
「
1
 
 

♂
□
■
一
■
※
 
 

養成機関における講義及び実習  

昼休み  

養成機関から施設への移動時間  

介護施設における介護労働  

なお、夏期・冬期等の長期休暇中は通常シフトで勤務可能   
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